
（別紙）

【参考】これまでの対応状況
（単位：円）

区分
事
業
別

回
数

対象年度 放射能測定費用
水道の放射性

物質低減に係る
費用

浄水場発生
汚泥の保管・

処分費用

水道水の摂取
制限に係る費用

合 計

1
平成22・23年度
（H23.3.11∼H23.11.30）

28,334,192 31,434,602 62,390,101 76,973 122,235,868

2
平成23年度
（H23.12.1∼H24.3.31）

5,400,339 0 232,859,035 0 238,259,374

3 平成24年度 5,157,915 0 108,348,299 0 113,506,214

4 平成25年度 5,391,339 0 218,662,182 0 224,053,521

5 平成26年度 3,746,520 0 0 0 3,746,520

6 平成27年度 3,644,568 0 0 0 3,644,568

7
平成28年度
【今回分】

2,607,660 0 0 0 2,607,660

54,282,533 31,434,602 622,259,617 76,973 708,053,725

1
平成22・23年度
（H23.3.11∼H23.11.30）

3,538,710 28,367,281 31,905,991

2
平成23年度
（H23.12.1∼H24.3.31）

3,839,010 66,710,237 70,549,247

3 平成24年度 2,458,932 88,191,623 90,650,555

4 平成25年度 941,010 275,785,653 276,726,663

5 平成26年度 486,432 88,536,656 89,023,088

6 平成27年度 541,080 74,750,736 75,291,816

7
平成28年度
【今回分】

441,720 80,633,710 81,075,430

12,246,894 702,975,896 715,222,790

66,529,427 31,434,602 1,325,235,513 76,973 1,423,276,515

区分
事
業
別

回
数

対象年度 時間外勤務手当
押し出し
時 間 外

旅費 合 計

平成22・23年度 8,801,484 110,250 301,210 9,212,944

平成24年度 1,731,638 0 0 1,731,638
小 計

【今回分】
10,533,122 110,250 301,210 10,944,582

平成22・23年度 683,469 0 19,710 703,179

平成24年度 215,107 0 163,510 378,617
小 計

【今回分】
898,576 0 183,220 1,081,796

11,431,698 110,250 484,430 12,026,378
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小 計

事
 
 
業
 
 
費

水
 
道
 
事
 
業

工
業
用
水
道
事
業

合 計

人
件
費

水
道
事
業

工
水
事
業

合 計

※１ 本表とは別に、平成２４年度の請求において、東京電力ホールディングス株式会社が賠償対象外とした放射能測定検査機器
  の維持管理費用について、原子力損害賠償紛争解決センター（原発ADR）の和解仲介手続きにより、１，５００，０００円が
  平成２８年３月に和解金として支払われています。

※２ 本表とは別に、平成２４年度の請求において、東京電力ホールディングス株式会社が賠償対象外とした空間放射線量測定
  機器の維持管理費用について、原発ADRの和解仲介手続きにより、７３，５００円が平成２７年１２月に和解金として支払
  われています。

※３ 浄水場発生汚泥については、平成２６年度から全量をセメント原料等として再利用していますが、従前行っていた培養土
  としての再利用ができなくなったため、その差額分を請求しています。

※４ 就業時間内に原発事故に係る業務に従事したため、通常業務を就業時間外に行ったことに伴い発生した費用を請求して
  います。

小 計
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